
(証券コード7819)
2023年12月７日

（電子提供措置の開始日 2023年11月30日）

株 主 各 位
東京都港区港南二丁目15番１号

粧 美 堂 株 式 会 社
代表取締役社長 寺 田 正 秀

第75期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

さて、当社第75期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ

げます。

本定時株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の

下記ウェブサイトに電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.shobido-corp.co.jp/ir/event/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名「粧美堂」又は証券コード「7819」を入

力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/ＰＲ情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面により議決権を行使す

ることができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類を

ご検討の上、「議決権行使についてのご案内」（３～４頁）に従いまして、2023年12月

21日（木曜日）午後５時30分までに議決権をご行使くださいますようお願い申しあげ

ます。

敬 具

記

1. 日 時 2023年12月22日（金曜日） 開始 午前10時（開場 午前９時）

2. 場 所 大阪府大阪市北区西天満六丁目４番18号

粧美堂株式会社 大阪本社10階

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）
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3. 目 的 事 項

報告事項 １．第75期（自 2022年10月１日 至 2023年９月30日）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会

の連結計算書類監査結果報告の件

２．第75期（自 2022年10月１日 至 2023年９月30日）

計算書類報告の件

決議事項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

第２号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

4. 招集にあたっての決定事項

（１）議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の日の３日前までに議決

権の不統一行使を行う旨とその理由を書面により当社にご通知ください。

（２）議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示

をされたものとして取り扱わせていただきます。

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

◎ 株主総会にご出席の株主様へのお土産は用意しておりません。

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正

内容を掲載させていただきます。

◎ 当社では、毎年９月30日現在の当社株主名簿に記載又は記録された当社株式を

３単元（300株）以上保有している株主様を対象に、株主優待として自社企画商

品をお贈りさせていただきます。なお、毎年９月30日現在において当社株式を

３単元（300株）以上保有の上、３年以上継続保有されている株主様に対する優

待（長期保有優待）として、上記の自社企画商品に加え、クオカード1,000円分

を贈呈させていただきます。発送日はいずれも、2023年12月８日を予定してお

ります。
※３年以上継続保有の確認は、毎年９月30日の株主名簿に同一の株主番号で連続して４回

以上記載又は記録された株主様とさせていただきます。

株主総会会場において、感染症の拡大防止のため、株主様の安全に配慮した

感染防止の措置を講じる場合がありますので、ご協力賜りますようお願い申

しあげます。

当社では、株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。

あらかじめご了承いただきますよう、よろしくお願い申しあげます。
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第75期期末配当金のお支払いについて

当社は、定款の規定により、2023年11月17日開催の取締役会で、期末配当金を１株に

つき12円とし、効力発生日（支払開始日）を2023年12月８日とすることを決議いたし

ました。

銀行預金口座への振込をご指定の方は、同封の「配当金計算書」及び「お振込先につ

いて」の内容をご確認願います。

株式数比例配分方式をご指定の方は、同封の「配当金計算書」及び「配当金のお受け

取り方法について」の内容をご確認願います。

上記以外の方は、同封の「配当金領収証」により2023年12月８日（金曜日）から2024

年１月９日 （火曜日) までの間に、最寄りのゆうちょ銀行本支店及び出張所並びに郵

便局で配当金をお受け取り願います。

議決権行使についてのご案内
電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権のご行使

をお願い申しあげます。

議決権のご行使には以下の方法がございます。

株主総会へ
出席する場合

議決権行使書を
郵送する場合

インターネットに
より行使する場合

同封の議決権行使書用紙を

会場受付にご提出くださ

い。

同封の議決権行使書用紙に

各議案の賛否を表示のう

え、下記行使期限までに到

着するようご返送くださ

い。

次頁の「インターネットに

よる議決権行使について」

に記載の方法にて行使手続

をしてください。

株主総会開催日時

2023年12月22日 (金曜日)

午前10時

行使期限 (到着分)

2023年12月21日 (木曜日)

午後５時30分

行使期限 (手続完了)

2023年12月21日 (木曜日)

午後５時30分

書面とインターネットの双方でご行使いただいた場合は、インターネットによるご行使を有効としま
す。インターネットにより複数回ご行使いただいた場合は、最後にご行使いただいたものを有効としま
す。

― 3 ―

2023年11月29日 09時12分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



インターネットによる議決権行使について

行使期限2023年12月21日（木曜日）午後５時30分まで

郵送による議決権行使に代えて、当社指定の「議決権行使ウェブサイ
ト」（下記ＵＲＬ）より議決権の行使が可能です。ご希望の方は、同封
の議決権行使書用紙右片に記載の議決権行使コード及びパスワードにて
ログインしていただき、画面の案内に従ってご入力ください。なお、セ
キュリティ確保のため、初回ログインの際にパスワードを変更いただく
必要があります。

議決権行使ウェブサイトＵＲＬ
https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

＊行使期限は2023年12月21日（木曜日）午後５時30分までであり、同時刻までに入

力し、ご登録を終える必要があります。お早めの行使をお願いいたします。

＊郵送とインターネットによる議決権行使を重複して行使された場合は、インター

ネットによるものを有効とし、インターネットにより複数回行使された場合は、

上記期限内の最後に行使されたものを有効といたします。

＊議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のインターネット接続料・通信料等

は株主様のご負担となります。

＊パスワードは一定回数以上連続して誤ったご入力をされると使用できなくなりま

す。その場合、画面の案内に従ってお手続きください。

＊パソコン、スマートフォン又は携帯電話によるインターネットのご利用環境やご

加入のサービス、ご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用で

きない場合もございますので、ご了承ください。

【「議決権行使ウェブサイト」の操作方法等に関するお問い合わせ先】

フリーダイヤル 0120-768-524
みずほ信託銀行 証券代行部（平日９：00～21：00）
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）６名全

員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取

締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
候補者の所有する

当 社 の 株 式 数

１

寺
て ら だ

田 一
い ち ろ う

郎

(1948年10月14日)

1971年４月 蝶理株式会社入社

2,140,600株
1974年11月 当社入社専務取締役

1990年１月 当社代表取締役社長

2013年12月 当社取締役会長（現任）

取締役候補者とした理由

寺田一郎氏は、当社の代表取締役社長・取締役会長を歴任し、長年にわたり会社経営全般

の重要な業務を統括しております。また、当社の事業・業務に関する経験・識見が豊富で

あり、かつ会社経営に関する高い知見を有していると判断し、引き続き取締役候補者とし

て選任しております。

２

寺
て ら だ

田 正
ま さ ひ で

秀

(1977年11月18日)

2001年４月 株式会社みずほ銀行入行

1,405,200株

2004年５月 当社入社

2004年11月 当社専務取締役

2005年６月 粧美堂日用品（上海）有限公司 董事
長（現任）

2013年４月 株式会社メリーサイト（現 ＳＨＯ－
ＢＩ Ｌａｂｏ株式会社）取締役（非常勤）

2013年12月 当社代表取締役社長（現任）

2015年10月 台灣妝美堂股份有限公司 董事長

2018年５月 株式会社メリーサイト（現 ＳＨＯ－
ＢＩ Ｌａｂｏ株式会社）代表取締役社長
(現任）

2019年４月 壹見健康科技（上海）有限公司 董事
長（現任）

2020年10月 ビューティードア・ホールディングス
株式会社 代表取締役
ビューティードア株式会社 取締役

2022年６月 ビューティードア株式会社 代表取締役
（現任）

取締役候補者とした理由

寺田正秀氏は、当社の専務取締役・代表取締役社長を歴任し、会社経営の経験・識見が豊

富であり、当社の各部門に精通しております。また、海外においても子会社の粧美堂日用

品（上海）有限公司を立ち上げ、事業の拡大を行い、業務の執行及び監督の能力に優れ、

かつ今後の会社の進むべき方向を定め、リーダーシップを発揮できると判断し、引き続き

取締役候補者として選任しております。
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候補者

番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
候補者の所有する

当 社 の 株 式 数

３

吉
よ し だ

田 浩 太 郎
こ う た ろ う

(1960年２月25日)

1983年３月 当社入社

35,900株

2007年10月 当社第２営業本部１部長

2009年10月 当社執行役員 営業第３部長

2012年10月 当社執行役員 営業第２部長

2014年12月 株式会社メリーサイト（現 ＳＨＯ－
ＢＩ Ｌａｂｏ株式会社）取締役（非常勤）

2015年10月 当社執行役員 商品企画部長

2016年10月 当社執行役員 商品企画部長 兼 生産
管理担当執行役員

2016年12月 当社取締役 商品企画部長 兼 生産管
理担当役員

2017年10月 当社取締役 商品企画本部長 兼 生産管
理担当役員

2018年10月 当社取締役 ＺＡＣＣＡ事業部本部長
兼 生産管理担当役員

2020年10月 当社取締役 事業本部長 兼 パーソナル
ケア事業部長 兼 生産管理担当役員

2021年２月 当社取締役 マーケティング部 本部長
兼 生産管理担当役員

2021年10月 当社取締役 事業推進本部 本部長 兼
商品企画グループ 統括部長 兼 生産管
理担当役員（現任）

取締役候補者とした理由

吉田浩太郎氏は、当社の営業部長・商品企画本部長等を歴任し、営業分野をはじめ当社の

様々な部門に精通する等、経験が豊富であります。また、それらの業務の執行及び監督の

能力に優れ、持続的な企業価値向上に資する人材であり、リーダーシップを発揮できると

判断し、引き続き取締役候補者として選任しております。

４

豊
と よ く ら た だ あ き

倉 忠 明

(1960年８月26日)

1983年３月 当社入社

29,800株

2007年10月 当社第２営業本部２部長

2009年10月 当社執行役員 営業第４部長

2011年10月 当社執行役員 商品企画部長 兼 海外事
業部担当

2012年９月 粧美堂日用品（上海）有限公司 董事

2012年10月 当社執行役員 海外事業部長

2013年４月 当社執行役員 営業第４部長
株式会社メリーサイト（現 ＳＨＯ－
ＢＩ Ｌａｂｏ株式会社）取締役（非常勤）

2013年10月 当社執行役員 営業第５部長

2015年10月 当社執行役員 特販部長

2017年10月 当社執行役員 ＯＥＭ事業部長

2017年12月 当社取締役 ＯＥＭ事業部長

2021年10月 当社取締役 営業グループ統括部長
（現任）

取締役候補者とした理由

豊倉忠明氏は、当社の営業部長・海外事業部長・特販部長・ＯＥＭ事業部長を歴任し、営

業分野をはじめ当社の様々な部門に精通する等、経験が豊富であります。また、それらの

業務の執行及び監督の能力に優れ、持続的な企業価値向上に資する人材であり、リーダー

シップを発揮できると判断し、引き続き取締役候補者として選任しております。
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候補者

番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
候補者の所有する

当 社 の 株 式 数

５

友
と も だ ひ ろ し

田 裕 士

(1963年２月21日)

1985年３月 当社入社

20,300株

2015年10月 当社内部監査室長

2016年10月 当社事業管理部長

2017年10月 当社執行役員 事業管理部長

2020年12月 当社取締役 事業管理部長（現任）

取締役候補者とした理由

友田裕士氏は、当社の内部監査室長・事業管理部長を歴任し、事業管理分野をはじめ当社

の様々な部門に精通する等、経験が豊富であります。また、それらの業務の執行及び監督

の能力に優れ、持続的な企業価値向上に資する人材であり、リーダーシップを発揮できる

と判断し、引き続き取締役候補者として選任しております。

６

斉
さ い と う

藤 政
ま さ き

基

(1964年７月14日)

1987年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ
銀行）入行

11,500株

2010年４月 同行大企業法人業務部業務推進役
2011年４月 同行本店営業第18部副部長

2017年12月 当社出向 総務人事部担当部長

2018年10月 当社入社 総務人事部長

2019年２月 当社総務人事部長 兼 経理部長

2019年10月 当社執行役員 管理本部副本部長 兼 総
務人事部長 兼 経理部長

2019年12月 当社執行役員 管理本部長 兼 総務人事
部長 兼 経理部長

2020年12月 当社取締役 管理本部長 兼 総務人事部
長 兼 経理部長（現任）

取締役候補者とした理由

斉藤政基氏は、金融機関での経験並びに当社の総務人事部長・管理本部長を歴任し、管理

部門のトップとしての経験・識見が豊富であり、高い知見を有しております。また、それ

らの業務の執行及び監督の能力に優れ、持続的な企業価値向上に資する人材であり、リー

ダーシップを発揮できると判断し、引き続き取締役候補者として選任しております。

（注）１.各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２.寺田正秀氏は、会社法第２条第４号の２に定める親会社等であります。
３.当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く）を被保険者として、役員等賠償責任保

険契約を締結しております。当該保険契約により被保険者である役員がその職務の執行に
関し、責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害が
補填されます。保険料は全額会社が負担しております。故意又は重過失に起因する損害は
当該保険契約により補填されません。また、当該保険契約は任期途中に同内容での更新を
予定しております。
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第２号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

監査等委員である取締役４名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満

了となります。つきましては、監査等委員である取締役４名の選任をお願いいた

したいと存じます。

なお、本議案の提出につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員の候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
候補者の所有する

当 社 の 株 式 数

１

今
い ま む ら

村 善
よ し ひ ろ

博

(1960年６月11日)

1983年３月 当社入社

31,100株

2012年10月 当社財務部長

2017年10月 当社執行役員 財務部長

2019年12月 当社取締役（監査等委員）（現任）

粧美堂日用品（上海）有限公司監事（現任）

2020年10月 ビューティードア株式会社 監査役（現任）

取締役候補者とした理由
今村善博氏は、当社の財務部長としての経験、当社グループ事業全体に関する識見が豊富
であり、当社の取締役（監査等委員）として相応しい経験と能力を有していると判断し、
引き続き取締役（監査等委員）候補者として選任しております。

２

酒
さ か た に

谷 佳
よ し ひ ろ

弘

(1957年３月11日)

【社外取締役候補者】

1979年10月 日新監査法人（現 EY新日本有限責任
監査法人）入所

6,600株

1982年３月 公認会計士登録

1998年８月 センチュリー監査法人(現 EY新日本有
限責任監査法人）代表社員

2004年７月 ジャパン・マネジメント・コンサルテ
ィング株式会社代表取締役（現任）

2005年６月 エスアールジータカミヤ株式会社（現
株式会社タカミヤ）社外監査役

2006年２月 北恵株式会社 社外監査役（現任）

2011年３月 当社監査役

2015年６月 株式会社プレサンスコーポレーション
社外取締役（監査等委員）（現任）

2015年11月 株式会社ワッツ社外取締役（監査等委
員）（現任）

2015年12月 当社取締役（監査等委員）（現任）

2022年３月 クリヤマホールディングス株式会社
社外取締役（監査等委員）（現任）

2022年６月 株式会社タカミヤ
社外取締役（監査等委員）（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
酒谷佳弘氏は、公認会計士としての経験・識見が豊富であり、財務会計に関する高い知見
を踏まえた客観的視点で、専門的かつ質の高い監査を遂行することに適任であります。そ
のことにより、取締役会の透明性の向上及び監査・監督機能の強化に繋がると判断し、引
き続き社外取締役（監査等委員）候補者として選任しております。
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候補者

番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
候補者の所有する

当 社 の 株 式 数

３

岡
お か の

野 秀
ひ で あ き

章

(1969年５月19日)

【社外取締役候補者】

1993年10月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法
人トーマツ）入所

9,800株

1997年４月 公認会計士登録

1998年８月 大阪瓦斯株式会社入社

2008年７月 岡野公認会計士事務所開設 所長（現任）

2008年12月 当社監査役

2015年12月 当社取締役（監査等委員）（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
岡野秀章氏は、公認会計士及び税理士としての経験・識見が豊富であり、財務会計に関す
る高い知見を踏まえた客観的視点で、専門的かつ質の高い監査を遂行することに適任であ
ります。そのことにより、取締役会の透明性の向上及び監査・監督機能の強化に繋がると
判断し、引き続き社外取締役（監査等委員）候補者として選任しております。

４

渡
わ た な べ

辺 徹
とおる

(1966年２月２日)

【社外取締役候補者】

1993年３月 司法修習修了

9,000株

1993年４月 弁護士登録
北浜法律事務所入所

1998年１月 北浜法律事務所パートナー（現任）

2007年６月 オーウエル株式会社 社外監査役

2009年12月 当社取締役

2013年６月 青山商事株式会社 社外監査役

2015年12月 当社取締役（監査等委員）（現任）

2019年６月 青山商事株式会社 社外取締役（現任）

2020年１月 弁護士法人北浜法律事務所 代表社員（現任）

2020年６月 オーウエル株式会社 社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
渡辺徹氏は、会社法関連法規を専門とする弁護士としての経験・識見が豊富であり、当社
の社内事情にとらわれず法令を含む企業社会全体を踏まえた客観的視点で独立性をもって
経営の監視を遂行することに適任であります。そのことにより、取締役会の透明性の向上
及び監査・監督機能の強化に繋がると判断し、引き続き社外取締役（監査等委員）候補者
として選任しております。

（注）１．各監査等委員候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．酒谷佳弘氏、岡野秀章氏、渡辺徹氏は社外取締役候補者であり、当社は、各氏が東京証券取

引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員である旨の独立
役員届出書を提出しており、各氏の選任が承認された場合、引き続き独立役員となる予定で
あります。

３．岡野秀章氏、渡辺徹氏は、社外取締役となること以外の方法で会社経営に直接関与したこと
はありませんが、各候補者を社外取締役候補者とした理由に記載のとおり、監査等委員であ
る社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断しております。

４．当社は、今村善博氏、酒谷佳弘氏、岡野秀章氏、渡辺徹氏との間で会社法第427条第１項の
規定に基づき、同法第423条第１項の責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づ
く責任の限度額は法令が規定する額であります。本議案が原案どおり承認された場合、当社
は、各氏との間で、同様の契約を継続する予定であります。

５．渡辺徹氏が社外取締役に就任してからの年数は、本定時株主総会終結の時をもって14年、ま
た、監査等委員である取締役に就任してからの年数は８年であります。なお、酒谷佳弘氏、
岡野秀章氏が監査等委員である社外取締役に就任してからの年数は、本定時株主総会終結の
時をもって８年であります。

６．当社は、監査等委員である取締役を被保険者として、役員等賠償責任保険契約を締結してお
ります。当該保険契約により被保険者である役員がその職務の執行に関し、責任を負うこと
又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害が補填されます。保険料は
全額会社が負担しております。故意又は重過失に起因する損害は当該保険契約により補填さ
れません。また、当該保険契約は任期途中に同内容での更新を予定しております。

以 上
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事 業 報 告

(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

1. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度（2022年10月１日～2023年９月30日） におけるわが国経済

は、雇用・所得環境が改善するなかで、緩やかな回復基調で推移しました。一

方で、世界的な金融引き締めや中国経済の先行き懸念など海外景気の下振れに

よる影響や、資源価格の上昇や為替の円安傾向、金融資本市場の変動も懸念さ

れ先行きは不透明な状況が続いています。

当連結会計年度の売上高は、アフターコロナの緩やかな景気回復により当社

商品のメインユーザーである若年層の女性の外出機会が増えたことや前期から

戦略的に進めてきた重点販売先に対する営業強化が奏功したことなどを受けて、

対前期比18.3％増の20,443,768千円と大幅な増加となりました。仕入れ商品を

圧縮し自社企画商品に切り替えたことで自社企画商品売上高は17,048,235千円

（対前期比25.2％増）と大幅に増加し、構成比については83.4％と前期の78.8％

から4.6ポイント上昇しております。売上総利益額は5,369,703千円で対前期比

11.8％増となりましたが、返品リスクがない一方で粗利益率が低いＯＥＭ商品

の割合が増加したことや年度後半にかけて為替が大幅に円安傾向となり売上原

価が上昇したことなどを受けて、同利益率は26.3％と対前期比1.5ポイント減少

しました。販売費及び一般管理費は、売上高の増加に伴い物流費などが増加し

たことと業績好調に伴い従業員向けインセンティブの増加を主因として対前期

比7.9％増の4,500,381千円となりました。営業利益は対前期比36.9％増の

869,322千円、経常利益は対前期比57.7％増の972,040千円となりました。親会

社株主に帰属する当期純利益は、中国事業を縮小したことに伴う特別損失を

109,333千円計上したことにより475,435千円（対前期比7.1％減）となりまし

た。
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商品区分別の状況は次のとおりであります。

①化粧品・化粧雑貨
当分類には、メイク関連用品、ヘアケア関連用品、トラベル用品、バス・エス

テ・健康関連グッズ等の売上が含まれます。当連結会計年度の売上高は、均一シ
ョップ向けを中心に重点販売先からの化粧品受注が大幅に増加したことを受けて
14,355,201千円（対前期比20.8％増）となりました。

②コンタクトレンズ関連
当分類には、コンタクトレンズ、コンタクトレンズケア用品の売上が含まれま

す。当連結会計年度の売上高は、業態や地域によってばらつきがあったものの、
全体としては2,535,670千円（対前期比0.6％増）の微増となりました。

③服飾雑貨
当分類には、バッグ、ポーチ・ケース、サイフ類、その他服飾小物の売上が含

まれます。当連結会計年度の売上高は、重点販売先からの受注が増えたことに加
えて大手テーマパークの営業が正常化したこともありキャラクターをあしらった
バッグ、ポーチ、小物やアクセサリーなどが好調に推移し、2,514,631千円（対
前期比28.1％増）となりました。

④その他
当分類には、生活雑貨、文具、行楽用品、ギフト商品等の売上が含まれます。

当連結会計年度の売上高は、重点販売先に提案した車のサンシェードや簡易型の
テント、クール用品などシーズン商材が伸びたこともあり1,038,264千円（対前
期比13.4％増）となりました。

(2) 重要な設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資額の総額は、74,866千円となりました。

主な内容は、物流センターの改修工事や基幹サーバ及び事務機器の購入であり

ます。

(3) 重要な資金調達の状況

重要な資金の調達はありません。

(4) 重要な企業結合等の状況

重要な企業結合はありません。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

①企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第72期

2020年９月期
第73期

2021年９月期
第74期

2022年９月期

第75期
(当連結会計年度)
2023年９月期

売 上 高(千円) 13,939,993 14,125,798 17,280,493 20,443,768

経 常 利 益(千円) 148,457 387,714 616,311 972,040

親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) 60,861 207,554 511,852 475,435

１株当たり当期純利益 (円) 4.54 15.62 38.75 35.99

総 資 産(千円) 13,255,973 14,025,046 14,757,950 15,197,409

純 資 産(千円) 5,142,216 5,239,278 5,980,138 6,300,143

１株当たり純資産 (円) 379.03 389.06 445.97 469.85

（注）1.１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数（自己株式控除後）に基づき、１株当たり純
資産は期末発行済株式総数（自己株式控除後）に基づき、算出しております。

2.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第74期の期首から
適用しており、第73期に係る数値については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値を記
載しております。

②当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第72期

2020年９月期
第73期

2021年９月期
第74期

2022年９月期

第75期
（当事業年度）
2023年９月期

売 上 高(千円) 13,069,766 12,563,498 16,226,924 19,265,077

経 常 利 益(千円) 64,117 510,966 727,813 1,045,336

当 期 純 利 益(千円) 20,405 398,933 613,174 692,556

１株当たり当期純利益 (円) 1.52 30.02 46.42 52.43

総 資 産(千円) 12,758,018 13,369,399 14,430,250 14,986,584

純 資 産(千円) 5,185,378 5,377,205 6,143,396 6,626,815

１株当たり純資産 (円) 386.69 407.06 465.06 501.66

（注）1.１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数（自己株式控除後）に基づき、１株当たり純
資産は期末発行済株式総数（自己株式控除後）に基づき、算出しております。

2.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第74期の期首から
適用しており、第73期に係る数値については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値を記
載しております。
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(6) 対処すべき課題

当社グループでは『心と体の美と健康をサポート』する美に関する総合企画メ

ーカーとして対処すべき課題は以下のように考えております。

①真のメーカー化を進め、「粧美堂（ＳＨＯＢＩＤＯ）」のブランド化を推進

消費者の方々に「粧美堂（ＳＨＯＢＩＤＯ）」をお一人お一人の個性と向き合

い高品質・高機能な商品を適正な価格で提供する「メーカー」として認知してい

ただき、消費者に信頼して選んでいただける「ブランド」として定着することが

今後当社グループが発展する必須条件であると考えております。

②「モノづくりのパートナー」としてＯＥＭビジネスの強化

過去75年にわたり、女性の美と向き合ってきた知見を活かし化粧品・化粧雑貨、

服飾雑貨、キャラクター雑貨及びコンタクトレンズ等の商品を国内大手の小売業

向けにＯＥＭ（相手先ブランドによる商品受注生産）で供給しています。国内の

大手小売業は利益率の改善を企図しＮＢ（ナショナルブランド）商品中心の品揃

えからＰＢ（プライベートブランド）商品の拡充を経営課題としており、当社で

はこうしたニーズに対応するために重要な販売先ごとに専門チームを配し、世の

流行や販売先ごとの客層を分析し商品企画の段階から提案を繰り返し、案件化し

ています。ＯＥＭビジネスは一般的に粗利率は低いものの、受注生産、一括買取

りにつき在庫リスクを回避できることから、安定的な収益源として当社として注

力していくべきビジネスであると認識しております。

③ＥＣビジネスの強化

インターネットやスマートフォンの普及に伴い、対面での取引を前提とする従

来からのチャネルから世の中はＥＣを通じたビジネスが大きく成長しています。

私どもの商品のメインユーザーである若年層の女性は化粧品・化粧雑貨に関する

情報をＳＮＳなどを通じて得るケースが多く、ＥＣビジネスとの親和性は高いも

のと思われます。当社でもＳＮＳの発信やマーケティングは既に力を入れており

ますが、一層注力し将来的にはＥＣビジネスの比率を30％程度まで引き上げてま

いります。
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④新しい商材の強化

当社の取り扱い商品は化粧品・化粧雑貨・コンタクトレンズなどで若年層の女

性がメインユーザーでありますが、今後、中高年層や男性などを対象に「美しく

粧(よそお)う」「健やかに粧(よそお)う」ための商材を研究・開発しビジネスチャ

ンスを追い求めてまいります。

(7) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社の状況

該当事項はありません。

②子会社の状況

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

ビューティードア株式会社 30,000千円 100％ 化粧品及び医薬部外品の製造及び販売

ＳＨＯ－ＢＩ Ｌａｂｏ株式会社 50,000千円 100％ コンタクトレンズの製造

粧美堂日用品（上海）有限公司 3,100千米ドル 100％ 日用品雑貨及びコンタクトレンズの販売

壹見健康科技（上海）有限公司 7,000千人民元
51％

（ 51％）
コンタクトレンズの製造及び販売

（注）議決権比率の（ ）内は間接保有による議決権比率を内数で記載しております。
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(8) 主要な事業内容（2023年９月30日現在）

当社グループは、当社及び連結子会社６社で構成されており、化粧品・化粧雑

貨、服飾雑貨、キャラクター雑貨（注）及びコンタクトレンズ関連等の商品を幅広

く取扱っております。これらの商品を小売業者、卸売業者及び一般消費者等へ販売

することを主たる業務としております。また、子会社であるＳＨＯ－ＢＩ Ｌａｂ

ｏ株式会社ではコンタクトレンズの受託製造を手掛けており、ビューティードア株

式会社では化粧品及び医薬部外品の受託製造を手掛けております。

当社の祖業は多数の小売業の販売先に対して、メーカーから仕入れた化粧雑貨等

を販売する問屋というポジションでしたが、近年大幅にビジネスモデルを見直し、

最終消費者のニーズにマッチした商品群をマーケティング、商品企画、デザイン、

商品開発（一部仕入れ）、物流、販売と一気通貫で対応可能な総合企画メーカーへ

と進化しました。自社企画商品による粧美堂ブランドの商品開発とこれらの機能を

活用しながら、有力小売業の「モノづくりのパートナー」としてＯＥＭ商品の受注

販売について積極的に展開しております。

なお、当社グループの事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を

省略しております。

（注）キャラクター雑貨とは、ウォルト・ディズニー・ジャパン株式会社、株式会社サンリオ等の版権

元からキャラクターの商品化許諾を受け商品化された化粧雑貨、服飾雑貨等の雑貨のことであ

り、当社グループは自社企画商品の付加価値を高め、他社製品との差別化を図る観点から、版権

元からキャラクターの商品化許諾を受け、当社グループにてキャラクター雑貨の商品化を行って

おります。

(9) 主要な営業所、物流拠点及び工場（2023年９月30日現在）

①当 社

名 称 所 在 地

東 京 本 社 東 京 都 港 区

大 阪 本 社 大 阪 市 北 区

箕 面 物 流 セ ン タ ー 大 阪 府 箕 面 市

箕 面 Ｒ Ｄ Ｃ 大 阪 府 箕 面 市
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②子会社

名 称 所 在 地

ビ ュ ー テ ィ ー ド ア 株 式 会 社 大 阪 府 富 田 林 市

Ｓ Ｈ Ｏ － Ｂ Ｉ Ｌ ａ ｂ ｏ 株 式 会 社 東 京 都 港 区

粧 美 堂 日 用 品（上 海）有 限 公 司 中 国 上 海 市

壹 見 健 康 科 技 （上 海） 有 限 公 司 中 国 上 海 市

(10) 従業員の状況（2023年９月30日現在）

①企業集団の従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

232名 13名減

（注）従業員数は就業員数（正社員、契約社員）であり、臨時従業員（１日８時間換算による期中平均
人員）43名は含んでおりません。

②当社の従業員の状況

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

189名 13名減 40.36歳 12.19年

（注）従業員数は就業員数（正社員、契約社員）であり、当社グループからの出向者を含んでおりま
す。また、臨時従業員（１日８時間換算による期中平均人員）23名は含んでおりません。

(11) 主要な借入先の状況（2023年９月30日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,145,000千円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,212,500千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,095,000千円

(12) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項
株式の状況（2023年９月30日現在）

(1)発行可能株式総数 48,640,000株

(2)発行済株式の総数 13,209,773株（自己株式200,227株を除く。）

(3)株 主 数 11,244名

(4)大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

Ｔ Ｃ Ｓ 株 式 会 社 3,725,100株 28.20％

寺 田 一 郎 2,140,600株 16.20％

寺 田 正 秀 1,405,200株 10.64％

寺 田 久 子 397,400株 3.01％

平 賀 優 子 300,000株 2.27％

粧 美 堂 従 業 員 持 株 会 262,500株 1.99％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 247,200株 1.87％

鈴 木 貴 237,800株 1.80％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 200,000株 1.51％

Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日 興 証 券 株 式 会 社 164,100株 1.24％

（注）1.当社は、自己株式（200,227株）を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

2.持株比率は、小数点第３位を四捨五入して表示しております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
(1) 取締役の状況（2023年９月30日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 寺 田 一 郎

代表取締役社長 寺 田 正 秀

粧美堂日用品（上海）有限公司 董事長
ＳＨＯ－ＢＩ Ｌａｂｏ株式会社 代表取締役社長
壹見健康科技（上海）有限公司 董事長
ビューティードア株式会社 代表取締役

取 締 役 吉 田 浩太郎
事業推進本部 本部長 兼 商品企画グループ
統括部長 兼 生産管理担当役員

取 締 役 豊 倉 忠 明 営業グループ 統括部長

取 締 役 友 田 裕 士 事業管理部長

取 締 役 斉 藤 政 基 管理本部長 兼 総務人事部長 兼 経理部長

取 締 役
(監査等委員)

今 村 善 博
粧美堂日用品（上海）有限公司 監事
ビューティードア株式会社 監査役

社 外 取 締 役
(監査等委員)

酒 谷 佳 弘

ジャパン･マネジメント･コンサルティング株式会社
代表取締役
株式会社タカミヤ 社外取締役（監査等委員）
北恵株式会社 社外監査役
株式会社プレサンスコーポレーション 社外取締役
（監査等委員）
株式会社ワッツ 社外取締役（監査等委員）
クリヤマホールディングス株式会社 社外取締役
（監査等委員）

社 外 取 締 役
(監査等委員)

岡 野 秀 章 岡野公認会計士事務所所長

社 外 取 締 役
(監査等委員)

渡 辺 徹

北浜法律事務所パートナー 兼 弁護士法人北浜法
律事務所代表社員
青山商事株式会社 社外取締役
オーウエル株式会社 社外取締役

（注）1．取締役酒谷佳弘氏、取締役岡野秀章氏及び取締役渡辺徹氏は、社外取締役（監査等委員）で
あります。

2．取締役今村善博氏は常勤監査等委員であります。常勤監査等委員を選定している理由は、社
内事情に精通したものが重要な会議等へ出席することや、重要な決裁書類等を閲覧し日常的
な情報収集、業務執行部門からの定期的な業務報告の聴取、内部監査部門との連携を密に図
ること等により得る情報を監査等委員で共有することを通じて、監査等委員会による監査の
実効性を高めるためであります。

3．取締役酒谷佳弘氏は公認会計士、取締役岡野秀章氏は公認会計士及び税理士の資格を有して
おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

4．取締役渡辺徹氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有するもの
であります。

5. 当社は、取締役酒谷佳弘、取締役岡野秀章、取締役渡辺徹の３氏について、東京証券取引所
が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員である旨の独立役員
届出書を提出しております。
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6. 2023年９月30日現在の執行役員は、次のとおりであります。

地 位 氏 名 担 当

執 行 役 員 小 田 謙 二 情 報 シ ス テ ム 部 長

執 行 役 員 吉 川 俊 彦 社 長 室 長

7. 当事業年度末日後に生じた執行役員の異動は次のとおりであります。

氏 名 異 動 後 異 動 前 異動年月日

本 城 誠 執行役員 営業グループ 営業１部 部長 営業グループ 営業１部 部長
2023年
10月１日

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、定款において、会社法第427条第１項の規定に基づき、損害賠償責任

を限定する契約を締結することができる旨及び当該契約に基づく責任の限度額

は法令が規定する額とする旨を定めており、当該定款の定めに従い、取締役

（業務執行取締役等であるものを除く。）との間で、損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険

会社との間で締結し、被保険者が負担することになる、役員等がその職務に関

し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる

損害を当該保険契約により填補することとしております。

当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社及び当社の子会社の取締役、

監査役、執行役員、管理職従業員等であり、すべての被保険者について、その

保険料を全額当社が負担しております。但し、法令違反の行為であることを認

識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由

があります。

(4) 取締役の報酬等

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

を決議しております。取締役の個人別の報酬等の決定に関する方針内容は以下

のとおりです。
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イ．基本方針

当社は、役員報酬等の決定に関する基本方針として、各役員の役割及び

職責に応じた報酬体系としております。なお、役員報酬は、基本報酬（固

定の金銭報酬）のみにより構成されており、業績連動報酬等及び非金銭報

酬等は導入しておりません。

ロ．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等

を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む）

当社の取締役の基本報酬は、役割及び職位に応じて支給額を決定する部

分と、全社業績ならびに管掌する部門の業績等に応じて決定される部分を

合わせた金額を月額の固定報酬として12分割して支払うこととしておりま

す。

ハ．業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定

に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む）

該当する事項はありません。

ニ．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人

別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

該当する事項はありません。

ホ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については、社外取締役が過半数で構成される任意の諮

問委員会である指名・報酬委員会からの答申を受け、取締役会の決議によ

り一任された代表取締役社長寺田正秀が、株主総会で承認を受けた報酬枠

の範囲内で、各取締役の個人別の基本報酬を決定しております。監査等委

員である取締役の報酬については、職務内容を勘案し監査等委員の協議に

より決定しております。

代表取締役社長に委任した理由は、当社グループを取り巻く経営環境等

を当社グループにおいて最も熟知し、総合的に報酬額を決定できると判断

したためです。

なお、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は、上記の決定

方針に基づく手続きを経て決定されていることから、当該方針に沿うもの

であると取締役会が判断しております。

ヘ．その他個人別の報酬についての決定に関する重要な事項

該当する事項はありません。
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② 当事業年度に係る取締役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 総 額

取締役（監査等委員を除く。）
（う ち 社 外 取 締 役）

６名
（－名）

123,494千円
（－千円）

取締役（監査等委員）
（う ち 社 外 取 締 役）

４名
（３名）

21,600千円
（10,800千円）

合 計
（うち社外役員）

10名
（３名）

145,094千円
（10,800千円）

（注）1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼取締役の使用人給与は含まれておりません。
2. 取締役の報酬限度額は、2015年12月25日開催の第67期定時株主総会において、取締役（監査

等委員であるものを除く。）は年額200,000千円以内、監査等委員である取締役は年額50,000
千円以内と承認されました。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は、取締役（監査等
委員である取締役を除く。）４名、監査等委員である取締役４名であります。

3. 上記報酬等の額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額12,300千円（取締役
（監査等委員であるものを除く。）11,700千円）を含んでおります。

4. 取締役の基本報酬は、固定報酬のみで構成されており、業績連動報酬及び非金銭報酬等はあ
りません。

(5) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況（他の法人等の業務執行者である場合）及び

当社と当該他の法人等との関係

当社役員の重要な兼職先は18頁「4.会社役員に関する事項 (1) 取締役の状

況」に記載のとおりであり、当社と当該兼職先とは特別な関係にありません。

② 他の法人等の社外役員としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等

との関係

当社役員の重要な兼職先は18頁「4.会社役員に関する事項 (1) 取締役の状

況」に記載のとおりであり、当社と当該兼職先とは特別な関係にありません。

③ 当事業年度における主な活動状況

氏 名 出席の状況
発言状況及び社外取締役に

期待される役割に関して行った職務の概要

酒 谷 佳 弘
（社外取締役（監査等委員））

取締役会100％
(19回中19回)

監査等委員会100％
(14回中14回)

主に公認会計士としての専門的見地から
意見を述べる等、取締役会の意思決定の
適正性・妥当性を確保するための助言・
提言を行っております。

岡 野 秀 章
（社外取締役（監査等委員））

取締役会100％
(19回中19回)

監査等委員会100％
(14回中14回)

主に公認会計士及び税理士としての専門
的見地から意見を述べる等、取締役会の
意思決定の適正性・妥当性を確保するた
めの助言・提言を行っております。

渡 辺 徹
（社外取締役（監査等委員））

取締役会95％
(19回中18回)

監査等委員会93％
(14回中13回)

主に弁護士としての専門的見地から意見
を述べる等、取締役会の意思決定の適正
性・妥当性を確保するための助言・提言
を行っております。
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5. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 28,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 28,500千円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り
の算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報
酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株

主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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6. 会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

7. 剰余金の配当等の決定に関する基本方針
当社は、経営基盤の充実と財務体質の強化を通じて企業価値の向上を図るとと

もに、今後の事業拡大に備えるため必要な内部留保を確保しつつ、株主の皆様に

対する積極的かつ安定的な利益還元を経営の重要な政策と位置付けており、利益

の状況や将来の事業展開などを総合的に勘案しながら、安定的かつ継続的な配当

を行うことを基本方針としております。

以上の基本方針に則り、年間配当金につきましては、１株当たり17円（中間配

当金５円は実施済み、期末配当金は12円）としております。

なお、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議により剰余金の

配当を行うことができる旨を定款に定めております。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
（注）本事業報告中に記載の金額につきましては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2023年９月30日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 12,003,540 流 動 負 債 5,816,077

現 金 及 び 預 金 5,259,425 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,824,233

受 取 手 形 358,889 短 期 借 入 金 900,000

売 掛 金 3,459,833 １年内返済予定の長期借入金 1,624,000

商 品 及 び 製 品 1,737,770 未 払 法 人 税 等 398,795

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 207,130 契 約 負 債 16,102

為 替 予 約 643,229 賞 与 引 当 金 153,300

そ の 他 343,144 そ の 他 899,646

貸 倒 引 当 金 △5,881 固 定 負 債 3,081,188
固 定 資 産 3,193,868 長 期 借 入 金 2,703,500
有 形 固 定 資 産 2,346,463 繰 延 税 金 負 債 158,864
建 物 及 び 構 築 物 946,651 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 127,950

土 地 1,307,893 資 産 除 去 債 務 71,275

そ の 他 91,918 そ の 他 19,597

無 形 固 定 資 産 228,485 負 債 合 計 8,897,265

の れ ん 201,663 純 資 産 の 部

そ の 他 26,822 株 主 資 本 5,621,310

投 資 そ の 他 の 資 産 618,920 資 本 金 545,500

投 資 有 価 証 券 225,933 資 本 剰 余 金 264,313

退 職 給 付 に 係 る 資 産 193,655 利 益 剰 余 金 4,892,569

そ の 他 199,837 自 己 株 式 △81,071

貸 倒 引 当 金 △505 その他の包括利益累計額 585,273

その他有価証券評価差額金 69,847

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 395,607

為 替 換 算 調 整 勘 定 119,818

非 支 配 株 主 持 分 93,560

純 資 産 合 計 6,300,143

資 産 合 計 15,197,409 負 債 純 資 産 合 計 15,197,409

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 20,443,768

売 上 原 価 15,074,064

売 上 総 利 益 5,369,703

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,500,381

営 業 利 益 869,322

営 業 外 収 益

受 取 利 息 20,169

受 取 配 当 金 4,518

受 取 手 数 料 7,850

不 動 産 賃 貸 収 入 10,593

為 替 差 益 87,068
そ の 他 13,378 143,578

営 業 外 費 用

支 払 利 息 25,929

不 動 産 賃 貸 費 用 2,681

賃 貸 借 契 約 解 約 損 6,520

そ の 他 5,728 40,860

経 常 利 益 972,040
特 別 損 失

事 業 整 理 損 109,333 109,333

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 862,706

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 491,548

法 人 税 等 調 整 額 △110,708 380,839

当 期 純 利 益 481,866

非支配株主に帰属する当期純利益 6,431

親会社株主に帰属する当期純利益 475,435

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(2023年９月30日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 10,134,773 流 動 負 債 5,363,144

現 金 及 び 預 金 3,934,018 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,656,743

受 取 手 形 346,630 短 期 借 入 金 800,000

売 掛 金 3,237,047 １年内返済予定の長期借入金 1,624,000

商 品 1,660,112 リ ー ス 債 務 791

貯 蔵 品 153,148 未 払 金 543,013

前 渡 金 4,177 未 払 費 用 89,490

前 払 費 用 88,623 未 払 法 人 税 等 365,623

為 替 予 約 495,294 未 払 消 費 税 等 39,390

そ の 他 222,347 契 約 負 債 16,102

貸 倒 引 当 金 △6,627 預 り 金 19,742

固 定 資 産 4,851,810 前 受 収 益 247

有 形 固 定 資 産 2,199,009 賞 与 引 当 金 140,000

建 物 883,735 そ の 他 68,000

構 築 物 2,022 固 定 負 債 2,996,623

工 具、 器 具 及 び 備 品 65,860 長 期 借 入 金 2,703,500

土 地 1,246,093 リ ー ス 債 務 599

リ ー ス 資 産 1,297 繰 延 税 金 負 債 114,696

無 形 固 定 資 産 20,323 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 127,950

商 標 権 1,376 資 産 除 去 債 務 32,111

ソ フ ト ウ エ ア 13,939 そ の 他 17,766

そ の 他 5,007 負 債 合 計 8,359,768

投 資 そ の 他 の 資 産 2,632,477 純 資 産 の 部

投 資 有 価 証 券 225,933 株 主 資 本 6,248,162

関 係 会 社 株 式 1,538,355 資 本 金 545,500

出 資 金 1,350 資 本 剰 余 金 264,313

関 係 会 社 出 資 金 267,462 資 本 準 備 金 264,313

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 299,580 利 益 剰 余 金 5,519,421

破 産 更 生 債 権 等 505 利 益 準 備 金 64,700

前 払 年 金 費 用 193,655 そ の 他 利 益 剰 余 金 5,454,721

差 入 保 証 金 133,229 固定資産圧縮積立金 93,248

貸 倒 引 当 金 △27,595 別 途 積 立 金 198,000

繰 越 利 益 剰 余 金 5,163,473

自 己 株 式 △81,071

評 価 ・ 換 算 差 額 等 378,652

その他有価証券評価差額金 69,847

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 308,805

純 資 産 合 計 6,626,815

資 産 合 計 14,986,584 負 債 純 資 産 合 計 14,986,584

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 19,265,077

売 上 原 価 14,342,080

売 上 総 利 益 4,922,997

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,055,295

営 業 利 益 867,701

営 業 外 収 益

受 取 利 息 16,228

受 取 配 当 金 77,518

受 取 手 数 料 7,850

不 動 産 賃 貸 収 入 19,833

為 替 差 益 81,975

そ の 他 13,045 216,452

営 業 外 費 用

支 払 利 息 25,118

不 動 産 賃 貸 費 用 2,681

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 8,702

そ の 他 2,313 38,816

経 常 利 益 1,045,336

税 引 前 当 期 純 利 益 1,045,336

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 448,261

法 人 税 等 調 整 額 △95,481 352,780

当 期 純 利 益 692,556

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2023年11月16日

粧美堂株式会社

取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 公認会計士 村 上 和 久

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 公認会計士 葉 山 良 一

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、粧美堂株式会社の2022年10月１日か

ら2023年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、粧美堂株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プ
ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2023年11月16日

粧美堂株式会社

取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 公認会計士 村 上 和 久

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 公認会計士 葉 山 良 一

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、粧美堂株式会社の2022年10月

１日から2023年９月30日までの第75期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プ
ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2022年10月１日から2023年９月30日までの第75期事業年度の

取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のと

おり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関

する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統

制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい

て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、

下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、会社の内部監査室と連携の上、重要な会議に出席

し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、

必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な

事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社につ

いては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、

必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規

則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17

年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書

類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であり、当該内部

統制システムの運用状況につき指摘すべき事項は認められません。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の

執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

2023年11月17日

粧 美 堂 株 式 会 社 監 査 等 委 員 会

常勤監査等委員 今 村 善 博 ㊞

社外監査等委員 酒 谷 佳 弘 ㊞

社外監査等委員 岡 野 秀 章 ㊞

社外監査等委員 渡 辺 徹 ㊞

以 上
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電子提供措置の開始日 2023年11月30日

第75期定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

業務の適正を確保するための体制
及 び 当 該 体 制 の 運 用 状 況

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

( 2022 年 10 月 １ 日 か ら 2023 年 ９ 月 30 日 ま で )

粧美堂株式会社
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための会社の体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要及び

当該体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

(1)監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役

及び当該使用人の当社の他の取締役（監査等委員であるものを除く。）からの独

立性に関する事項、並びに当該取締役及び当該使用人に対する監査等委員会の

指示の実効性の確保に関する事項

（会社法第399条の13第１項第１号ロ、会社法施行規則第110条の４第１項第１

号、第２号、第３号）

①監査等委員会の職務を補助すべき使用人について、取締役会は監査等委員会と

協議の上、必要な人員を配置する。

②監査等委員会の職務を補助すべき使用人の人事異動、評価、賞罰等人事事項に

ついては、あらかじめ監査等委員会の同意を得るものとする。

(2)当社又は子会社の取締役及び使用人が当社の監査等委員会に報告をするための

体制

（会社法第399条の13第１項第１号ロ、会社法施行規則第110条の４第１項第４

号イ・ロ）

①当社の監査等委員会は当社及び子会社の取締役会議事録等、いつでも監査に必

要な資料の提供を受けることができる。

②当社の監査等委員会は、必要に応じていつでも当社の取締役及び使用人並びに

子会社の取締役、監査役及び使用人から説明を受けることができる。

③当社取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの

者から報告を受けた者は、次に定める事項の発生・決定が判明したときには速

やかに当社の監査等委員会に報告する。

ａ．会社の業績に大きく悪影響を与えたもの、又はそのおそれのあるもの

ｂ．会社の信用を大きく低下させたもの、又はそのおそれのあるもの

ｃ．取締役の職務に関して行われた不正行為及び法令又は定款に違反する重大

な事実

ｄ．当社商品において重大な被害を与えたもの、又はそのおそれがあるもの

ｅ．「粧美堂企業倫理規程」への違反で重大なもの

ｆ．内部通報制度に基づいて通報された事実

ｇ．公的機関から受けた行政処分

ｈ．重要な会計方針の変更及び会計基準の制定、改廃

ｉ．業績及び業績見込みの公表内容、その他重要な開示事項の内容

ｊ．監査契約の変更
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ｋ．内部統制システム、基本方針の変更

ｌ．上記各号に準ずるその他の事項

④当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社の監査等委員会が報告を求めた事

項については迅速かつ的確に対応する。

⑤当社の子会社の取締役を兼任する当社の取締役は、重要な事項が発生した場合

には当社の監査等委員会へ報告する。

⑥当社グループの監査役連絡会を設置し、子会社の監査役が当社の監査等委員会

に定期的に報告する。

(3)監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受

けないことを確保するための体制

（会社法第399条の13第１項第１号ロ、会社法施行規則第110条の４第１項第５

号）

当社は、監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な

扱いを受けない旨を「粧美堂企業倫理規程」において規定し、当社グループ役

職員に周知徹底する。

(4)監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）

について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について

生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

（会社法第399条の13第１項第１号ロ、会社法施行規則第110条の４第１項第６

号）

監査等委員が当社に対しその職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関する

ものに限る。）について生ずる費用の前払等の請求をしたときは、当社は、当

該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに

当該費用を処理する。

(5)その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

（会社法第399条の13第１項第１号ロ、会社法施行規則第110条の４第１項第７

号）

①監査等委員会の過半数は社外取締役とし、独立性と透明性を図る。

②監査等委員会は、定期的に代表取締役と意見交換会を実施し、意思疎通を図り

監査等委員会監査の実効性を高める。

③監査等委員会は必要に応じ適宜、取締役会と意見交換会を開催し会社の現状や

課題について情報交換等を実施し、監査等委員会監査の実効性を高める。

④監査等委員会と会計監査人、内部監査人及び子会社の監査役は定期的に情報交

換等を実施し、連携力を高め監査体制の充実を図る。

⑤監査等委員会が監査において、社外の専門家の活用が必要と認めた場合、監査

等委員会の判断で利用できる。
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(6)当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

（会社法第399条の13第１項第１号ハ、会社法施行規則第110条の４第２項第４

号）

①当社は、「粧美堂企業倫理規程」においてコンプライアンスの基本原則を設け、

法令遵守等周知徹底を図る。

②取締役会は、法令及び定款に照らし、取締役会規程に基づいて取締役の職務の

執行を監督する。

③監査等委員会は、法令及び定款に照らし、監査等委員会規程に基づいて取締役

の職務の執行を監査、監督する。

④取締役会は使用人の業務執行手続きの適正を確保するため、各種社内規程を制

定し遵守させる。

⑤取締役会は、諸法令等に適合するように社内規程が定められているかといった

事項につき外部の専門家に意見を求めることにより確認する。

⑥内部監査室は、取締役及び使用人の業務執行が社内規程を遵守しているか否か

の監査を行い、遵守状況の報告を代表取締役及び監査等委員会へ行うととも

に、業務執行の適正のため改善指導する。

⑦当社は、「公益通報者保護規程」において、社内通報制度を整備し、取締役及

び使用人の不正等コンプライアンス上の問題を発見した当社の取締役及び使用

人には、その旨を、取締役は監査等委員会、使用人は内部監査室長に通報させ

る制度を確立する。

⑧市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関係を持たず、反

社会的勢力からの不当要求・妨害行為に対しては断固として拒絶し、警察や弁

護士等の外部の専門機関と緊密に連携し、毅然とした態度で組織的に対応する

体制を構築すべく「粧美堂企業倫理規程」において基本方針を定める。

(7)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（会社法第399条の13第１項第１号ハ、会社法施行規則第110条の４第２項第１

号）

取締役の職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）その

他の重要な情報を、文書管理規程等社内規程に基づき適切に保存しかつ管理す

る。

・株主総会議事録と関連資料

・取締役会議事録と関連資料

・取締役を決裁者とする決裁書類及び付属書類

・その他取締役の職務の執行に関する重要な文書
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(8)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（会社法第399条の13第１項第１号ハ、会社法施行規則第110条の４第２項第２

号）

①企業経営の継続性に支障を与える危機に対処するために各種社内規程を定める

ことにより損失発生の回避・軽減に努める。

②危機発生が現実になった場合及び発生のおそれがある場合、必要に応じて顧問

弁護士等を中心に社外の専門家を動員して、損失の拡大を防止し最小限にとど

める。

③リスクマネジメント・コンプライアンス委員会

当社におけるリスクマネジメントを推進する委員会として、企業活動に関する

様々なリスクを統括管理するための組織である取締役会直轄のリスクマネジメ

ント・コンプライアンス委員会を設置し、併せて「リスク管理規程」に準拠

し、リスク管理を徹底する。具体的には、リスクに対する意識の向上とリスク

情報を抽出することにより、予防対策の実行及び実行状況を確認するととも

に、発生事案に関する情報の把握、分析、再発防止策等により、当社グループ

全体への影響を極小化するための対策をとる。

不測の事態の発生時にも高品質の商品やサービスを安定的に供給するための対

策を検討する。これらの中で重要な事項は、取締役会に報告し、対応を協議す

るとともに、当社グループ全体への周知徹底を行い、危機管理体制の強化を図

る。

(9)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（会社法第399条の13第１項第１号ハ、会社法施行規則第110条の４第２項第３

号）

①取締役会は毎月定期的あるいは必要に応じ臨時に開催し、取締役会規程に基づ

き適正な運営を図るとともに、法令で定められた事項や経営上の重要な意思決

定、各取締役及び執行役員の職務執行状況の監督を行う。

②代表取締役の監督の下、取締役会に諮る重要な事項について事前に充分な審議

が行われるよう、取締役（会長及び監査等委員であるものを除く。）、常勤の監

査等委員を構成員とする経営会議を定期的に開催する。

③取締役（監査等委員であるものを除く。）は取締役会において委嘱された職務

分掌について、法令、定款・取締役会規程等社内規程に準拠し、業務の執行を

行う。

④執行役員制度の活用により、経営上の意思決定・監督機能と業務執行機能との

分離による迅速かつ効率的な経営を推進する。
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(10)当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（会社法第399条の13第１項第１号ハ、会社法施行規則第110条の４第２項第５号

イ・ロ・ハ・ニ）

①当社の子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

ⅰ）子会社に関する重要事項については、関係会社管理規程において当社の事前

承認を受けるべき事項又は当社に報告をすべき事項を定める。

ⅱ）当社子会社の取締役を兼任する当社の取締役が、グループ全体の観点から監

督を行い、必要に応じて、当社の取締役会において、子会社の取締役の職務の

執行状況の報告を行う。

②当社の子会社の損失の危険に関する規程その他の体制

当社のリスクマネジメント・コンプライアンス委員会において、当社グループ

全体のリスク分析、評価、対応策の協議を実施し、また子会社においても当社

と同様のリスク管理規程を運用することにより、リスク管理を徹底する。

③当社の子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制

ⅰ）子会社において、当社取締役と兼任している取締役も出席の下で、取締役会

は毎月定期的あるいは必要に応じ臨時に開催し、取締役会規程に基づき適正な

運営を図るとともに、法令で定められた事項や経営上の重要な意思決定、各取

締役及び執行役員の業務執行状況の監督を行う。

ⅱ）当社の子会社の取締役は委嘱された職務分掌について、法令、定款・取締役

会規程等社内規程に準拠し、業務の執行を行う。

ⅲ）当社の予算と実績の対比は、当社グループ連結で業績管理を行う。

④当社の子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制

ⅰ）「粧美堂企業倫理規程」により、当社グループ子会社についても同規程を準

用し、コンプライアンスの基本原則を設け、法令遵守等周知徹底を図る。

ⅱ）子会社の業務執行状況については、定期的に当社の内部監査部門が内部監査

を実施する。

ⅲ）当社グループ会社間取引については、法令・会計原則・税法その他の社会規

範に照らし適切となるよう管理する。

ⅳ）「粧美堂企業倫理規程」により、コンプライアンス上の問題を発見した当社

の子会社の取締役及び使用人には、その旨を、子会社の取締役は当社監査等委

員会に、子会社の使用人は当社内部監査室に報告させる制度を確立する。

ⅴ）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関係を持たず、

反社会的勢力からの不当要求・妨害行為に対しては断固として拒絶し、警察や

弁護士等の外部の専門機関と緊密に連携し、毅然とした態度で組織的に対応す

る体制を構築すべく「粧美堂企業倫理規程」において基本方針を定め、当社子
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会社についても規程を準用する。

(11)財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法第24条の４の４に規定される内部

統制報告書の有効かつ適切な提出のため、「財務報告に係る内部統制基本方

針」を制定するとともに、内部統制の有効性を判断し、内部統制報告書を作

成する。また、内部統制が適正に機能することの継続的評価、必要な是正を

行い、併せて金融商品取引法及びその他関係法令等との適合性を確保する。

(12)業務の適正を確保するための会社の体制の運用状況の概要

①取締役の職務執行の効率性の確保について

当事業年度において、取締役会を19回開催し、各議案についての審議、業務

執行の状況等の監督を行っている。また、執行役員制度を導入し意思決定の

迅速化・効率化を図っている。

②コンプライアンス体制について

当社グループの役員・従業員に対し必要なコンプライアンスについて、社内

研修での教育や会議体での説明を行い、法令や定款を遵守するための取り組

みを継続的に行っている。また、「公益通報者保護規程」に基づき通報又は相

談窓口の設置を行い、従業員全員に周知している。

③リスクマネジメント体制について

リスクマネジメント・コンプライアンス委員会において、「リスク管理規程」

に基づきリスクの検討・抽出を行い、必要に応じて担当取締役が関係部署に

指示を行っている。担当取締役は実施状況を確認し、随時リスクマネジメン

ト・コンプライアンス委員会へ報告している。

④業務の適正の確保について

当社グループの事業の報告については定期的に当社取締役会で報告がなされ、

課題や問題点については適宜関係部署に指示が出ている。また、業務の適正

を確保するため内部監査室が「内部監査計画」に基づき監査を実施しており、

内部監査結果は、代表取締役及び常勤監査等委員に報告されている。また、

改善が必要な場合には指摘を行っている。

⑤監査等委員会の監査の実効性の確保について

監査等委員は、取締役会、経営会議、リスクマネジメント・コンプライアン

ス委員会等の重要な会議に出席している。また、業務執行に関する重要な文

書を閲覧し、必要に応じて当社取締役及び使用人に説明を求めている。定例

の監査等委員会を開催している他、会計監査人及び当社内部監査室との情報

交換や、当社代表取締役と定期的な面談を行っている。
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連結株主資本等変動計算書

(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 545,500 264,313 4,549,231 △81,071 5,277,972

当期変動額

剰余金の配当 △132,097 △132,097

親会社株主に帰
属する当期純利
益

475,435 475,435

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

当期変動額合計 ― ― 343,337 ― 343,337

当期末残高 545,500 264,313 4,892,569 △81,071 5,621,310

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 44,535 436,744 131,899 613,178 88,987 5,980,138

当期変動額

剰余金の配当 △132,097

親会社株主に帰
属する当期純利
益

475,435

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

25,312 △41,137 △12,080 △27,905 4,572 △23,332

当期変動額合計 25,312 △41,137 △12,080 △27,905 4,572 320,005

当期末残高 69,847 395,607 119,818 585,273 93,560 6,300,143

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

（1）連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

① 連結子会社の数

６社

② 主要な連結子会社の名称

ビューティードア株式会社

ＳＨＯ－ＢＩ Ｌａｂｏ株式会社

粧美堂日用品（上海）有限公司

壹見健康科技（上海）有限公司

（2）連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、粧美堂日用品（上海）有限公司及び壹見健康科技（上海）

有限公司の決算日は、12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同社の６月30日現在で実施した仮決算に

基づく財務諸表を使用しております。ただし、７月１日から連結決算日９月30

日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお

ります。

（3）会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

ロ．有価証券

その他有価証券

・市場価格のない株式等

以外のもの

時価法
(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定)

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ハ．デリバティブ

時価法

ニ．棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用してお

ります。

・商品・製品・原材料 主として月別総平均法

・貯蔵品 最終仕入原価法
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資

産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定率法を採用して

おります。ただし、1998年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法を採用しております。

なお、在外連結子会社は、定額法を採用してお

ります。

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ６年～47年

ロ．無形固定資産（リース資

産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社は、従業員に対する賞与の支給に備える

ため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額

を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金 当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく当連結会計年

度末要支給額を計上しております。
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④ 退職給付に係る会計処理の方法

イ. 退職給付見込額の期間

帰属方法

当社は、退職給付債務の算定にあたり、退職

給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によ

っております。

ロ. 数理計算上の差異の費

用処理方法

当社は、数理計算上の差異については、発生

年度に一括費用処理することとしております。

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な

履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の

時点）は以下のとおりであります。

当社グループでは主として、化粧品・化粧雑貨、服飾雑貨、キャラクター雑貨

及びコンタクトレンズ関連等の商品の販売並びに製品の製造及び販売を行ってお

り、顧客との契約に基づいて商品及び製品を引き渡す履行義務を負っております。

原則として、商品及び製品の納入時点において支配が顧客に移転して履行義務が

充足されると判断しておりますが、国内の販売においては、出荷時から当該商品

及び製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから、

出荷時点で収益を認識しております。

収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品

等を控除した金額で測定しており、顧客に返金すると見込んでいる対価を返金負

債として計上しております。当該返金負債の見積りにあたっては、契約条件や過

去の実績などに基づく最頻値法を用いております。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要

素は含まれておりません。

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めてお

ります。
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⑦ 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予

定取引

ハ．ヘッジ方針 外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避す

る目的で為替予約取引を行っております。

ニ．ヘッジの有効性の評価 ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件

が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も

継続して相場変動を完全に相殺するものと想定

できるため、有効性の評価を省略しております。

⑧ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間にわたって均等償却を行っ

ております。
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2. 会計上の見積りに関する注記

（粧美堂株式会社の商品の評価）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

商品 1,660,112千円

商品評価損 14,553千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

商品の評価基準及び評価方法については、月別総平均法による原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。商品の保有状況から、滞

留が生じている商品については販売促進等を検討するとともに、評価方針に従っ

て簿価切下げを行っておりますが、当該評価方針には将来の販売見込み及び処分

見込みといった経営者による仮定を含んでおります。

なお、当社が取り扱っている商品は消費者の嗜好の変化や様々な要因から、ト

レンドが急速に変化する可能性があるため、販売見込み及び処分見込みといった

見積りの仮定の見直しが必要となった場合には、翌期の連結計算書類に重要な影

響を及ぼす可能性があります。

3. 連結貸借対照表に関する注記

資産から直接控除した減価償却累計額

有形固定資産 1,255,030千円

4. 連結損益計算書に関する注記

事業整理損は、連結子会社である粧美堂日用品（上海）有限公司の事業縮小に

伴うものであり、その内容は、退職に関する費用57,460千円、棚卸資産評価損

37,822千円、その他14,050千円であります。

5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 13,410,000 ― ― 13,410,000

― 12 ―

2023年11月29日 09時14分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

決議
株式の
種 類

配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額 (円)

基準日 効力発生日

2022年11月15日
取締役会

普通株式 66,048 5.00 2022年９月30日 2022年12月６日

2023年５月19日
取締役会

普通株式 66,048 5.00 2023年３月31日 2023年６月２日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

決議
株式の
種 類

配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年11月17日
取締役会

普通株式 利益剰余金 158,517 12.00
2023年
９月30日

2023年
12月８日

6. 金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で余資運用を行

い、主に短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調

達しております。

当社グループは業務を遂行する上で、輸入仕入商品の代金決済の一部に充て

るため為替予約取引をデリバティブ取引管理規程に基づき行っており、投機的

な目的でデリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びリスク

外貨預金は、為替の変動リスクに晒されております。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。なお、外貨建営業債権は、市場価格（為替）の変動によるリスクを有して

おります。

投資有価証券は、取引先企業の株式等であり、市場価格の変動リスク等に晒

されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、すべてが４ヶ月以内の支払期日であ

ります。なお、外貨建営業債務は、市場価格（為替）の変動によるリスクを有

しております。

借入金は、主に運転資金として必要な資金の調達を目的としたものでありま

す。
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デリバティブ取引は、市場リスク及び信用リスク等を内包しております。市

場リスクは取引対象物の将来の市場価格（為替）の変動によるリスクを有して

おります。信用リスクは相手方の倒産等により当初の契約どおりに取引が履行

できなくなった場合に損失を被る可能性があります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

当社グループは、外貨預金については、定期的に為替相場を把握し、為替変

動リスクを管理しております。

営業債権については、期日管理をはじめとして与信管理規程に沿ってリスク

低減を図っております。なお、外貨建営業債権については、外貨建営業債務の

範囲内にあります。

投資有価証券については、余資運用基準に基づき四半期ごとに時価や発行体

の財務状況等の把握を行っております。

外貨建営業債務の一部については、為替予約を利用し為替リスクをヘッジし

ております。

デリバティブ取引の執行・管理については、デリバティブ取引管理規程に従

い、管理本部が決裁責任者の承認を得て行っております。また、デリバティブ

取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関に限定しており、相手方の契

約不履行による、いわゆる信用リスクは殆どないと判断しております。

資金調達に係る流動性リスクについて、各部署からの報告に基づき管理本部

が資金繰計画を毎月作成・更新するとともに、手許流動性を売上高の１ヶ月相

当に維持すること等により、流動性リスクを管理しております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2023年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額（千円)

時価（千円) 差額（千円)

投資有価証券

その他有価証券 225,823 225,823 ―

資産計 225,823 225,823 ―

長期借入金（１年以内返済を含む） 4,327,500 4,336,765 9,265

負債計 4,327,500 4,336,765 9,265

デリバティブ取引（※３） 655,664 655,664 ―

(※１) 「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「流動資産その他（預け金）」「支払手

形及び買掛金」「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決

済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略し

ております。

(※２) 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金

融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額 (千円)

非上場株式 110

(※３) デリバティブ取引によって生じた正味の債権債務は純額で表示しております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負

債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の

インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定

した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し

た時価
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時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2023年９月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 225,823 ― ― 225,823

デリバティブ取引

通貨関連 ― 655,664 ― 655,664

資産計 225,823 655,664 ― 881,487

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2023年９月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金

（１年以内返済を含む）
― 4,336,765 ― 4,336,765

負債計 ― 4,336,765 ― 4,336,765

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式については、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市

場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引

為替予約及び通貨オプションについては、取引金融機関等から提示された価格に

よっており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年以内返済を含む）

長期借入金については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスク

を加味した利率を基に、割引現在価値法によって算定しており、レベル２の時価に

分類しております。
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デリバティブ取引

(1) ヘッジ会計が適用されていないもの

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象

物の種類ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた元

本相当額等は、次のとおりであります。

① 通貨関連

区分
デリバティブ取引の

種類等
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引以外
の取引

通貨オプション取引
売建
米ドル

718,422 ―
12,434
（※）

12,434

為替予約取引
買建
米ドル

277,094 ―
65,432
（※）

65,432

合計 995,516 ―
77,867
（※）

77,867

（※）時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

② 金利関連

該当事項はありません。

(2) ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の

方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相

当額等は、次のとおりであります。

① 通貨関連

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引の
種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(千円)

契約額等の
うち１年超
(千円)

時価
(千円)

原則的処理
為替予約取引
買建
米ドル

外貨建予定取引 4,298,806 2,315,533
577,796
（※）

（※）時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

② 金利関連

該当事項はありません。
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7. 収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

当連結会計年度
(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

化粧品・化粧雑貨 14,355,201

コンタクトレンズ関連 2,535,670

服飾雑貨 2,514,631

その他 1,038,264

顧客との契約から生じる収益 20,443,768

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 20,443,768

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「1. 連結計

算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 （3）会計方針に関する

事項 ⑤ 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約負債の残高等

当社及び連結子会社の契約負債については、残高に重要性が乏しく、重要な

変動も発生していないため、記載を省略しております。また、過去の期間に充

足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の

額はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当

初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約が無いため、実務上の便法

を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中

に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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8. １株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 469円85銭

（2）１株当たり当期純利益 35円99銭

9. 重要な後発事象に関する注記

事業分離

(子会社持分の譲渡)

当社の連結子会社である粧美堂日用品（上海）有限公司（以下「上海粧美堂」）

は、2023年10月11日開催の取締役会において、上海粧美堂の子会社（当社の孫会

社）である壹見健康科技（上海）有限公司（以下「壹見」）の持分の一部を譲渡す

ることを決議し、2023年10月12日に杭州悠可化粧品有限公司及び戴氏と出資持分

譲渡契約を締結いたしました。なお、本件譲渡に伴い、壹見は当社の連結子会社

から除外されることとなります。

（1）事業分離の概要

① 分離先企業の名称

杭州悠可化粧品有限公司及び戴氏

② 分離する事業の内容

コンタクトレンズの製造及び販売

③ 事業分離を行う主な理由

当社は、2019年４月に中国市場拡大を目的として、上海に壹見健康科技（上

海）有限公司を設立いたしました。中国の天猫に旗艦店を出店し、ＢtoＣのＥ

Ｃサイトでコンタクトレンズの販売拡大を図ってまいりましたが、昨今の価格

競争の激化、さらには世界的な新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、

上海粧美堂が保有する壹見の持分51％のうち、41％を杭州悠可化粧品有限公司

及び戴氏に譲渡することに決定いたしました。

本件持分の譲渡により、経営資源の選択と集中を図ることで、当社グループ

の企業価値を更に高められるものと考えております。
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④ 譲渡価額及び譲渡損益

譲渡価額 6,480千人民元（約129百万円）

譲渡損益は算定中であり現時点で確定しておりません。

⑤ 事業分離日

2023年12月29日（予定）

⑥ 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする持分譲渡

（2）会計処理の概要

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 2013年９月13日）及

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、処理をする予定であります。

（3）分離する事業が含まれている報告セグメント

当社グループの事業セグメントは、単一セグメントであるため、該当事項は

ありません。

（4）当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離する事業に係る損益の

概算額

売上高 435,138千円

営業利益 27,399千円
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株主資本等変動計算書

(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
固定資産圧縮
特別勘定積立金

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 545,500 264,313 264,313 64,700 93,248 121,827 198,000 4,481,186 4,958,962

当期変動額

剰余金の配当 △132,097 △132,097

固定資産圧縮特別
勘定積立金の取崩

△121,827 121,827 ―

当 期 純 利 益 692,556 692,556

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △121,827 ― 682,287 560,459

当期末残高 545,500 264,313 264,313 64,700 93,248 ― 198,000 5,163,473 5,519,421

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 △81,071 5,687,703 44,535 411,157 455,692 6,143,396

当期変動額

剰余金の配当 △132,097 △132,097

固定資産圧縮特別
勘定積立金の取崩

― ―

当 期 純 利 益 692,556 692,556

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

25,312 △102,352 △77,040 △77,040

当期変動額合計 ― 560,459 25,312 △102,352 △77,040 483,419

当期末残高 △81,071 6,248,162 69,847 308,805 378,652 6,626,815

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

イ．関係会社株式及び関係会社出資金

移動平均法による原価法

ロ．満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

ハ．その他有価証券

・市場価格のない株式等

以外のもの

時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

② デリバティブ

時価法

③ 棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

主として評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採

用しております。

・商品 月別総平均法

・貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資

産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ６年～47年

構築物 20年

工具、器具及び備品 ４年～20年

② 無形固定資産（リース資

産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。
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③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、当事

業年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込

額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっておりま

す。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、発生年度に一

括費用処理することとしております。

④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく当事業年度末要支給額を計

上しております。

― 23 ―

2023年11月29日 09時14分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は

以下のとおりであります。

当社は主として、化粧品・化粧雑貨、服飾雑貨、キャラクター雑貨及びコンタ

クトレンズ関連等の商品の販売を行っており、顧客との契約に基づいて商品を引

き渡す履行義務を負っております。原則として、商品の納入時点において支配が

顧客に移転して履行義務が充足されると判断しておりますが、国内の販売におい

ては、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間

であることから、出荷時点で収益を認識しております。

収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品

等を控除した金額で測定しており、顧客に返金すると見込んでいる対価を返金負

債として計上しております。当該返金負債の見積りにあたっては、契約条件や過

去の実績などに基づく最頻値法を用いております。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要

素は含まれておりません。

(5) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

(6) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予定

取引

③ ヘッジ方針 外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する

目的で為替予約取引を行っております。

④ ヘッジの有効性の評価 ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が
同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も継
続して相場変動を完全に相殺するものと想定でき
るため、有効性の評価を省略しております。
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2. 会計上の見積りに関する注記

（商品の評価）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

商品 1,660,112千円

商品評価損 14,553千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類の「連結注記表 2.会計上の見積りに関する注記（粧美堂株式会

社の商品の評価）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

3. 貸借対照表に関する注記
(1) 資産から直接控除した減価償却累計額

有形固定資産 1,190,020千円

(2) 関係会社に対する金銭債権又は債務
短期金銭債権 13,446千円

短期金銭債務 93,385千円

(3) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

4. 損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高の総額

営業取引（売上高） 367千円

（売上原価） 1,489,943千円

（販売費及び一般管理費) 202千円

営業取引以外の取引高 85,207千円

(2) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

5. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 200,227 ― ― 200,227
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6. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

未 払 社 会 保 険 料 10,221千円

未 払 事 業 税 ・ 事 業 所 税 11,926千円

未 払 金 25,064千円

売 上 値 引 15,891千円

賞 与 引 当 金 42,868千円

返 金 負 債 20,821千円

商 品 評 価 損 7,717千円

貯 蔵 品 1,913千円

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 39,178千円

資 産 除 去 債 務 9,832千円

減 損 損 失 1,479千円

投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,693千円

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 8,523千円

貸 倒 引 当 金 1,955千円

そ の 他 16,203千円

小 計 217,290千円

評 価 性 引 当 額 △49,563千円

合 計 167,727千円

（繰延税金負債）

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △136,287千円

前 払 年 金 費 用 △59,297千円

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △41,153千円

返 品 資 産 △13,779千円

その他有価証券評価差額金 △30,006千円

資産除去債務に対する除去費用 △1,898千円

合 計 △282,423千円

繰延税金資産(負債)の純額 △114,696千円

(2) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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7. 関連当事者との取引に関する注記

子会社

種類
会社等の
名称

議決権等
の所有

（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
(千円)

子会社

ＳＨＯ－ＢＩ

Ｌａｂｏ

株式会社

(所有)

直接

100.0

役員の兼任

商品の購入

商品の購入

(注１)
1,463,338

支払手形

及び

買掛金

87,216

子会社
粧美堂日用品

（上海）有限公司

(所有)

直接

100.0

役員の兼任

役務の受入れ

商品の販売

資金の貸付

(注２)
―

関係会社

長期貸付金
149,580

利息の受取

(注２)
1,467

その他

（流動資産）
178

（注１）市場価格などを勘案した上で、一般の取引条件と同様に決定しております。
（注２）資金の貸付条件については、市場金利などを勘案した上で、合理的に決定しております。

なお、担保は受け入れておりません。

8. 収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「1. 重要な会

計方針に係る事項に関する注記 (4) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のと

おりであります。

9. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 501円66銭

(2) １株当たり当期純利益 52円43銭

10. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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